
令和元年度 

第２回 箕郷地域振興協議会 次第 

日 時 ： 令和２年１月２４日（金） 

午後１時３０分～ 

場 所 ： 箕郷支所 ３階 第５会議室 

１ 開  会 

２ 挨  拶 

３ 議  事 

① 箕郷地域に関わる事業報告について 

② 箕郷地域のまちづくりに関する意見について 

４ 連絡事項 

５ 閉  会 

<配布資料> 

 資料１  箕郷地域に関わる事業報告一覧 

 資料２  箕郷地域のまちづくりに関する意見一覧 

参考資料 平成３０年度 高崎市決算の概要 



箕郷地域に関わる事業報告一覧 

ページ 事 業 名 
所  属 

（支  所） 

1、2 箕輪城跡保存整備事業 
教育部文化財保護課 

（箕郷支所地域振興課） 

3 箕輪小学校校舎建設事業 
教育部教育総務課 

（箕郷支所地域振興課） 

4 箕郷地域住民センター設置事業 
総務部企画調整課 

（箕郷支所地域振興課） 

5、6 箕郷第五保育園建設事業 
福祉部保育課 

（箕郷支所市民福祉課） 

資料 １ 





箕郷地域に関わる事業報告書 

令和元年１０月３１日現在 

事 業 名 箕輪城跡保存整備事業 
所属 

（支所） 

教育部文化財保護課 

（箕郷支所地域振興課）

実施期間 平成５年度～全期 事業の種類 ハード事業 

【事業概要】 

対 象 遺跡の環境整備と遺構復元 

実施目的 具体的手段 そ の 他 

国指定史跡箕輪城跡を適切

に保存・管理するとともに、市

民共有の文化的・歴史的遺

産として活用を図る。 

市民共有の文化的・歴史的

遺産である箕輪城跡を後世

に伝えて行くとともに、史跡

公園として広く活用を図るた

め、整備を行う。 

史跡指定面積  約 19ｈａ 

昭和 62 年度   史跡指定 

平成 5年度～  公有地化 

平成 15 年度   基本計画策定 

平成 19 年度   発掘調査報告 

平成 21 年度   基本設計 

平成 23 年度～  整備工事 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
決算額 平成３０年度事業実績 

合計 53,391 52,723 本丸地区整備工事 

  ・木橋整備工事（基礎工事、木材調達） 

  ・擬木階段設置工事（土塁） 
国 23,568 23,063

県 7,070 6,918

地方債 0 0

その他 10,485 10,485

一般 12,268 12,257 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
令和元年度事業進捗状況 

合計 49,818 本丸地区整備工事 

   ・木橋整備工事（基礎工事、木材調達） 

    工期：令和元年７月２日～令和２年１月２９日 
国 22,173 

県 6,651 

地方債 13,800 

その他     0 

一般 7,194 
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箕郷地域に関わる事業報告書 

令和元年１０月３１日現在 

事務事業名 箕輪小学校校舎建設事業 
所属 

（支所） 

教育部 教育総務課 

(箕郷支所地域振興課)

実施期間 平成 ２５ 年度～令和 ２ 年度 事業の種類 ハード事業 

【事業概要】 

対 象  

実施目的 具体的手段 そ の 他 

児童が心身ともに健全でゆと

りある学校生活を送るため、

快適な環境を維持することを

目的とする。 

また、学校施設は災害時に避

難場所となることから、安全性

の確保を図る。 

耐力度調査に基づき、校舎

の改築を実施する。 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
決算額 平成 30年度事業実績 

合計 809,016 788,812 ・木材調達業務（第 2期工事分） 

・仮設校舎借上 

・校舎改築第１期工事（建築・電気設備・機械設備） 

 平成 30年 12 月 19 日供用開始 

・プール改築工事（建築・電気設備・機械設備） 

・その他附帯工事 

国 194,616 187,950

県 

地方債 422,500 415,100

その他 

一般 191,900 185,762 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
令和元年度事業進捗状況 

合計 637,675 ・プール改築工事（建築・電気設備・機械設備） 

 令和元年 6月 14 日供用開始 

・（1－2）（1－3）（1－5）（2）校舎解体工事 

 令和元年 9月 27 日完成 

・木材調達業務（第 2期工事分） 

 工期：令和元年 12月 27日まで 

・校舎改築第 2期工事（建築・電気設備・衛生設備・空調設備） 

 工期：令和 3年 3月 5日まで（校舎は令和 2年 12月完成予定） 

国 87,167

県 

地方債 362,400

その他 

一般 188,108
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箕郷地域に関わる事業報告書 

令和元年１０月３１日現在 

事 業 名 箕郷地域住民センター設置事業 
所属 

（支所） 

総務部企画調整課 

(箕郷支所地域振興課) 

実施期間 平成２０年度～全期 事業の種類 ハード事業 

【事業概要】 

対 象  

実施目的 具体的手段 そ の 他 

地域住民のコミュニティー活動

の拠点となる住民センターを整

備することにより、地域づくりの推

進を図る。 

防衛省の特定防衛施設周辺整

備調整交付金を活用し、地区

集会所を整備する。 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
決算額 平成３０年度事業実績 

合計 6,431 5,253 ・生原中区地区集会所改築工事設計委託 

国 5,300 3,800 

県   

地方債   

その他   

一般 1,131 1,453 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
令和元年度事業進捗状況 

合計 62,892 ・生原中区地区集会所建設工事（木造平屋建て） 

・生原 2区地区集会所改築工事設計委託 
国 56,700 

県 

地方債 

その他 

一般 6,192 
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箕郷地域に関わる事業報告書 

令和元年１２月３１日現在 

事務事業名 箕郷第五保育園改築事業 
所属 

（支所） 

福祉部 保育課 

(箕郷支所地域振興課)

実施期間 平成 ３０ 年度～令和 ２ 年度 事業の種類 ハード事業 

【事業概要】 

対 象  

実施目的 具体的手段 そ の 他 

昭和５４年に建設された園舎に

ついて、老朽化が進んでいること

から、通所児童に対する安全で

快適な保育環境を確保するた

め、全面的な改築を実施するも

の。 

現在の敷地内において、園舎

改築を実施する。 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
決算額 平成３０年度事業実績 

合計 246,489 246,712 ・設計委託（繰越） 

・本体工事、解体工事 

・仮設園舎借上 

・駐車場設置工事 

国 

県 

地方債 188,502 178,900

その他 

一般 57,987 67,812 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
令和元年度事業進捗状況 

合計 408,895 ・本体工事 

・仮設園舎借上 

・外構工事 

・プール建設工事 

国 

県 

地方債 338,000 

その他 

一般 70,895 
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箕郷第五保育園 新園舎施行状況  令和元年１２月３１日現在

遊戯室

保育室
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箕郷地域のまちづくりに関する意見一覧 

 
 

 

 

 

 

 

箕郷支所 地域振興課 

資料 ２ 



 



 

□箕郷地域のまちづくりに関する意見〔令和２年１月２４日開催〕                                 №１ 
内容区分 意  見 回  答 

生活環境設備の見直しにつ

いて 
 

箕郷では古い街並がそのままの状態で残っていること

から、道路の歩道部分には段差が生じていたり、水路の溝

蓋に凹凸があるなどの、ともすると危険な状況になってし

まう箇所が散見される。この様な箇所で怪我をした高齢者

がいるとも聞いている。 
そこで、町内のスーパーや学校周辺などで、高齢者や子

ども達等の歩行者の多いエリアを重点エリアとして、道路

の危険個所についての総点検を行い、その結果をもとに、

交通手段を持たない歩行者が安全に暮らしていける道路

環境の整備をお願いしたい。 
 
 

 

箕郷の古くからの町並みは、網目状に道路網と水路網

が整備されている。 
現在の歩道は、この古くからの水路の上に、その都度

必要に応じてコンクリートの蓋を掛けるなどの方法で作

られており、歩道の作られた時期や内容によって、蓋の

厚みや大きさが異なるため、所々に段差等が生じている。 
委員ご指摘のように、歩行者の安全を第一に考え、特

に歩行者の多いエリアの総点検と共に、改修が可能な個

所から整備を随時行っていきたい。 
 

 

車郷小学校前より鳴沢湖に

進入する道路幅の拡張につ

いて 
 

鳴沢湖を一周出来る遊歩道の開通に当たっては、ひとか

たならぬご尽力をいただき、大変ありがたい。お陰様で遊

歩道を活用する人や魚つりをする人が増加している状況

が伺える。さらに、県道と鳴沢湖とをつなぐ道路について

も、来年度中の完成を目途に整備が進んでいるとのこと

で、重ねて市には感謝を申し上げたい。 
鳴沢湖に関する最後の懸案事項として、車郷小学校南か

らの進入道路の一部に道幅の非常に狭い区間がある。見通

しも悪く非常に危険な状態であることに加え、通学路でも

あることから、可能な範囲の中で道路の拡幅整備をお願い

したい。 
 

 

鳴沢湖への侵入口としても使われている車郷小学校南

側の道路は、道路の左右に車郷小のプールと民家の建物

が接しており、道路の拡幅が行えないまま現在に至って

いる。 
道路の拡幅を行うためには、これらの構造物の移設や

改修が必要となるので、影響する構造物の十分な調査を

行うなど、拡幅に向けた取り組みについて研究していき

たい。 
 
 
 
 

 



 

□箕郷地域のまちづくりに関する意見〔令和２年１月２４日開催〕                                 №２ 

 

内容区分 意  見 回  答 
地域の高齢者等に対する

防災力と活動の強化につ

いて 
 

高崎市では災害の発生が予想される場合や、危険が迫って

いる場合には、避難勧告や避難指示などの情報を、スピーカ

ーなどのアナログ的な方法で伝える仕組みも多用していた

だき、デジタル機器等の苦手な高齢者には有効な伝達方法で

あると感じている。 
一人暮らしの高齢者（７５歳以上）宅を訪問した際によく

耳にする意見として、次のようなものがある。 
○「全体の避難所等のマップはあるが、すぐわかる場所に

置いていない。」 
○「どこへ連絡をしたらいいのかわからない。」 
○「避難場所まで搬送してもらうのは申し訳ない。」 

（山間部に住む方ほどこう考える傾向が強い） 
何らかの災害が直ぐそこに迫っていて、冷静さを失ってい

るような状況下においては、下記のような必要最低限の情報

を電話機の周りや壁などの、見易い場所に普段から貼り出し

て置くなどのアナログ的な周知方法が有効であると考える。

誰でも簡単に貼れる裏面がシール状（Ａ５判程度）の連絡先

一覧などを配布する方法はどうか、検討をお願いしたい。（ま

ずは試しに箕郷だけで行ってみてはどうか） 
【例】 あなたの避難場所は、ここです 

《 〇〇小学校 / △△中学校 》 
     高崎市の災害専用電話 《 ３２１－５０００ 》 
     高崎市箕郷支所    《 ３７１－５１１1 》 
     消防箕郷分署     《 ３７１－３２５０ 》 

高崎警察署      《 ３２８－０１１０ 》 
家族の連絡先       《          》  

 緊急時における連絡先や避難場所を一覧の形でひと

まとめに整理し、見やすい場所へ掲示することは、災害

時に慌てずに行動するための第一歩であり、有効な手段

であると考えている。 
本市において、昨年度、全戸配付したハザードマップ

は貼れるタイプの地図版にしており、また、８月１５日

付広報たかさきで掲載した災害専用電話（３２１－５０

００）の記事については、家庭内に掲示いただけるよう

切り取り線を入れるなどの工夫をしている。 
引き続き掲示内容を含め、わかりやすい掲示の仕方を

研究していきたいと考えている。 
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平成３０年度高崎市決算の概要について

　平成３０年度の「一般会計」と「各特別会計」の決算は下表のとおりとなりました。
「一般会計」の歳入は、１,６６７億２,０３５万円、歳出は、１,６１８億７１１万円で、歳
入・歳出の款別構成状況は、２ページ・３ページのグラフのとおりです。
　なお、表中の各金額は万円未満を四捨五入しているため、計数整理の結果、表内で異同を生じ
ることがあります。

一般会計・各特別会計歳入歳出決算一覧表

（単位　万円）

区　　　　　分 予　算　額
決　　　算　　　額

歳　　　入 歳　　　出

一　　般　　会　　計 １,６８８億７,０００ １,６６７億２,０３５ １,６１８億　 ７１１

特　　別　　会　　計 ７５８億８,９２７ ７６３億２,０７７ ７５０億３,２７８

国民健康保険事業 ３６２億４,６６６ ３６５億５,４１４ ３５９億４,７２４

介 護 保 険 ３３９億５,９１６ ３３９億８,８９２ ３３３億９,６４５

後 期 高 齢 者 医 療 ４５億４,６０４ ４６億３,５２５ ４５億８,８３２

牛 伏 ド リ ー ム
セ ン タ ー 事 業

１億２,２８７ １億２,６０６ １億１,２２０

母 子 父 子 寡 婦
福祉資金貸付事業

７,０３６ ７,５０４ ４,８７７

農業集落排水事業 １億６,０４６ １億５,９９４ １億５,８３７

駐 車 場 事 業 ２億４,１３４ ２億３,９０３ ２億３,９０３

土 地 取 得 事 業 ５億４,２３９ ５億４,２３９ ５億４,２３９

合　　　　  　　　計 ２,４４７億５,９２７ ２,４３０億４,１１１ ２,３６８億３,９８８
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県支出金 106億7,945万円 (6.4％)
地方消費税交付金 72億7,795万円 (4.4％)

繰 入 金 60億9,317万円 (3.7％)
使用料及び手数料 30億5,389万円 (1.8％)
繰 越 金 20億 598万円 (1.2％)
地方譲与税 12億4,875万円 (0.7％)
分担金及び負担金 7億7,472万円 (0.5％)
そ の 他 19億3,384万円 (1.1％)

＊歳入の「その他」は、自動車取得税交付金、
財産収入、地方特例交付金、配当割交付金、
寄附金、株式等譲渡所得割交付金、ゴルフ場
利用税交付金、利子割交付金、交通安全対策
特別交付金、国有提供施設等所在市町村助成
交付金です。

市 税
619億3,080万円

（37.1％）

【歳 入】

歳 入

1,667億2,035万円

国庫支出金

232億9,978万円
(14.0％)

地方交付税
133億4,757万円

(8.0％)

諸 収 入
174億5,936万円

（10.5％）

一般会計歳入・歳出決算額の款別構成状況

市 債

176億1,510万円
(10.6％)
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民 生 費

552億8,774万円
(34.2％)

総 務 費

150億8,665万円

(9.3％)

商 工 費

160億5,445万円
(9.9％)

土 木 費

304億6,052万円
(18.8％)

教 育 費

145億2,434万円
(9.0％)

公 債 費

130億9,625万円
(8.1％)

歳 出

1,618億 711万円

◎ 歳入決算額 １,６６７億２，０３５万円（Ａ）
歳出決算額 １,６１８億 ７１１万円（Ｂ）
差 引 額 （Ａ）－（Ｂ）＝ ４９億１，３２４万円

※差引額のうち、翌年度へ繰越すべき財源として、繰越明許費繰越額
６億４,２９５万円を繰越し、さらに財政調整基金へ３３億円積み立て、
残りの９億７，０２９万円を翌年度への繰越金としました。

【歳 出】

衛 生 費 89億8,480万円(5.6％)

消 防 費 49億 966万円(3.0％)

農林水産業費 25億8,422万円(1.6％)

そ の 他 8億1,848万円(0.5％)

＊歳出の「その他」は、議会費、労働費、
災害復旧費です。
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２

２９年度 ３０年度
構成比 伸  率 構成比 伸  率

％ ％ ％ ％
1 地 方 税 ６０６億 　　２１ ３６.８ １.２ ６１９億３,０８０ ３７．１ ２.２

2 地 方 譲 与 税 １２億３,８８０ ０.８ △０.１ １２億４,８７５ ０.７ ０.８

3 利子割交付金 ９,０９４ ０.１ ７５.９ ８,９３５ ０.１ △１.７

4 配当割交付金 ２億５,１３６ ０.１ ５１.８ １億９,４０３ ０.１ △２２.８
5 株 式 等 譲 渡
所得割交付金 ２億５,７７９ ０.２ １６７.０ １億６,１８３ ０.１ △３７.２

6
６９億 　２４５ ４.２ ６.３ ７２億７,７９５ ４.４ ５.４

7
１億２,７２８ ０.１ △８.４ １億２,４０４ ０.１ △２.５

8
３億８,５９１ ０.２ ３５.８ ３億９,６４０ ０.２ ２.７

9
３,１４７ ０.０ △６.６ ３,１１７ ０.０ △０.９

10 地方特例交付金 ２億７,４８５ ０.２ ６.７ ３億１,７９３ ０.２ １５.７

11 地 方 交 付 税 １４１億 　４７４ ８.６ △４.８ １３３億４,７５７ ８.０ △５.４
普 通 交 付 税 １２１億５,８９２ ７.４ △４.５ １１３億６,１３５ ６.８ △６.６
特 別 交 付 税 １９億４,５８２ １.２ △６.５ １９億８,６２２ １.２ ２.１

12
８,５６５ ０.０ △３.４ ７,９６０ ０.０ △７.１

13 分担金・負担金 ９億９,００４ ０.６ △８.４ ８億２,９２６ ０.５ △１６.２

14 使用料・手数料 ３１億４,８７０ １.９ △０.５ ３０億６,９８５ １.９ △２.５

15 国 庫 支 出 金 ２２５億９,７６４ １３.７ ０.９ ２３３億７,７１６ １４.０ ３.４

16 県 支 出 金 １０８億３,３０７ ６.６ １１.７ １０８億 　　　４ ６.５ △０.３

17 財 産 収 入 ２億７,２３５ ０.２ △３３.４ ２億３,３０５ ０.１ △１４.４

18 寄 附 金 １億３,８２４ ０.１ １６.９ １億６,２８８ ０.１ １７.８

19 繰 入 金 ６０億６,３８７ ３.７ １３.９ ６０億９,３７３ ３.７ ０.５

20 繰 越 金 ２０億２,７３８ １.２ △３４.１ ２０億３,９５４ １.２ ０.６

21 諸 収 入 １９３億３,３５２ １１.８ △７.９ １７３億３,４２０ １０.４ △１０.３
貸付金元利収入 １５６億８,２７６ ９.６ △９.７ １３７億２,５１６ ８.２ △１２.５

22 地 方 債 １４６億９,４００ ８.９ △１３.９ １７６億１,５１０ １０.６ １９.９

１,６４４億５,０２５ １００.０ △１.４ １,６６７億５,４２１ １００.０ １.４合           計

  普通会計による決算状況

※普通会計とは、他の地方公共団体（県や市町村）などと比較しやすいように、「一般会計」と
「特別会計のうち公営事業会計以外の会計」を総合してひとつの会計としてまとめ、全国共通の
基準に調整した会計です。

歳　　　　入 （単位  万円）
　　　　　年　度
区　分

地 方 消 費 税
交 付 金

ゴルフ場利用
税 交 付 金

自動車取得税
交 付 金

国有提供施設
等助成交付金

交通安全対策
特 別 交 付 金
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２９年度 ３０年度

構成比 伸  率 構成比 伸  率

％ ％ ％ ％

1 人 件 費 ２０１億９,６８２ １２.７ △１.８ ２０３億６,７６５ １２.６ ０.８

う ち 職 員 給 １２８億０,２８８ ８.０ ０.２ １２８億７,１５７ ８.０ ０.５

2 扶 助 費 ３４１億６,３９１ ２１.４ ０.９ ３４４億１,３０５ ２１.３ ０.７

3 公 債 費 １３８億５,３３７ ８.７ ２.３ １３６億３,８６４ ８.４ △１.５

4 物 件 費 １８７億２,６８２ １１.７ ４.３ １９３億７,８６８ １２.０ ３.５

5 維 持 補 修 費 １３億２,７６１ ０.８ △７.３ １３億４,５０４ ０.８ １.３

6 補 助 費 等 １７０億４,３５５ １０.７ △２.８ １７０億１,６４４ １０.５ △０.２

7 積 立 金 ９億６,５８９ ０.６ △７.７ ８億５,６４８ ０.５ △１１.３

8 投資・出資金

貸 付 金 １５７億１,０２０ ９.９ △９.７ １３７億６,２５６ ８.５ △１２.４

う ち 貸 付 金 １５６億６,８５７ ９.８ △９.７ １３７億１,７３７ ８.５ △１２.５

9 繰 出 金 １１５億８,１３１ ７.３ １.３ １１８億４,８４９ ７.３ ２.３

10 普通建設事業費 ２５７億３,８１２ １６.２ △５.０ ２９１億８,７６８ １８.１ １３.４

うち補助事業費 １３０億６,６１２ ８.２ ４７.１ １４６億２,４７９ ９.０ １１.９

うち単独事業費 １２６億７,２００ ８.０ △３０.４ １４５億６,２８９ ９.０ １４.９

11 災 害 復 旧 費 ３１３ ０.０ １２.４ ０ ０.０ 皆減

１,５９３億１,０７１ １００.０ △１.６ １,６１８億１,４６９ １００.０ １.６

５１億３,９５４ ― ２.２ ４９億３,９５２ ― △３.９

歳 入 歳 出
差 引 剰 余 金

歳　　　　出
（単位  万円）

　　　　　年　度
区　分

合      計
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３ 　平成３０年度普通会計による県内他市との比較

※用語の説明

区 分 高崎市 前橋市 桐生市 伊勢崎市 太田市

1,667億5,421 1,377億2,031 451億6,439 782億3,056 781億3,262

373,331人 336,641人 111,295人 213,213人 224,271人

（単位　万円）

人 口 （ H31.3.31 現 在 ）

歳 入 総 額

22億9,120 18億9,933

1,618億1,469 1,344億9,493 425億7,354 758億2,361 755億6,726歳 出 総 額

実 質 収 支

実 質 収 支 比 率

経 常 収 支 比 率

地 方 債 現 在 高

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

積 立 金

現 在 高

344億6,970 703億6,971 649億1,428

94.4％ 98.0％ 93.6％ 96.7％ 90.5％

5.2％ 3.4％ 9.9％ 5.4％ 4.2％

42億9,658 25億5,229 25億5,260

0.856 0.821 0.573 0.844 1.036

37.1％ 64.9％ － 39.7％ 35.2％

財 政 力 指 数

5.8％ 8.2％ 4.9％ 5.0％ 5.6％

1,486億1,261 1,545億　566

30億7,464 3億1,156

　歳入から歳出を差し引いた額を「形式収支」といいますが、この「形式収
支」から翌年度へ繰越すべき財源を差し引いた決算額のことをいいます。

実質収支比率 　標準財政規模に対する実質収支の割合です。

117億8,364

減 債 基 金 11億4,869 4億　229 2億7,346 10億3,585 13億8,245

財 政 調 整 基 金 66億3,035 62億7,110 38億3,915 47億6,867

そ の 他 76億6,372 38億2,921 48億2,510

実 質 収 支

　普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た
数値の３ヵ年平均値で、数値が１に近くあるいは１を超えるほど財政力が強
いとされています。

　突発的な災害や緊急を要する経費に備えるために設置された基金です。
　また、決算剰余金が多いときは積み立て、財源不足時に取り崩すという、
年度間の調整的な役割も果たします。

　市債（借金）の償還（返済）の増加に備えるために設置される基金です。
　公債費が他の経費を圧迫するような場合には、この基金を取崩して公債費
に充てます。

　地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標です。一般財源収
入額のうち経常的な経費に充当される一般財源の割合で、比率が高いほど財
政運営が硬直化していると考えられます。

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく財政の健全化を判
断する指標の一つで、市債の元利償還金及びこれに準ずる経費の、標準財政
規模に対する比率です。この比率が２５％以上になると早期健全化団体、
３５％以上で財政再生団体となります。

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく財政の健全化を判
断する指標の一つで、地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき実質的
な負債の、標準財政規模に対する比率です。市町村では、３５０％以上にな
ると財政の早期健全化を図ることとなります。

経常収支比率

実質公債費比率

将来負担比率

財 政 力 指 数

財政調整基金

減 債 基 金
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